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【対象者の概要】 

医療現場では、医療者及びコメディカルスタッフによる医療機器

の取り扱いにおいて医療安全に関する取り組みが行われている。医

療機器製造販売業者から提供される情報に基づく、現場との差異を

補う院内業務手順の設計、文書化と教育研修である。しかし十分な

効果は得られていない。そこで、院内業務手順の設計及び文書化を

担う臨床工学技士とチームを組んで、コミュニケーション技法、知

識の構造化及びウエアラブルデバイスを組み合わせる医療従事者向

け情報共有のしくみを考案するとともに、その実効性を確認する実

証的研究の推進体制作りに取り組んだ。 

【実践上の課題】 

種類と数量の両面で増加する医療機器、チーム医療に基づく担当

者の引き継ぎ、共有情報の量的及び質的変化などが、教育研修を中

心とする従来型のしくみだけでは、医療安全対策の実装に対応でき

ない状況を現場にもたらしている可能性がある。教育研修は対象者

のリテラシーを変容させるアプローチであるが、医療現場における

情報過多及び情報提供の適時性の欠如が、その効果の発揮を阻害す

る要因となっていると仮定した＜図１＞。この阻害要因の排除又は

緩和を可能にするしくみの実装を課題とした。 

【取り組みの概要】 

情報の過多、情報提供のタイミングが対象者の認知バイアスに作

用してミスを誘発している可能性を想定した＜図２＞。認知バイア

スを取り除き本来のリテラシーを引き出すコミュニケーション技法

を、認知科学を拠り所とするテクニカルコミュニケーション技術を

応用して考案した。また、メタ情報などの構造化技術を用いたしく

みを、情報管理とエビデンス確保のために考案した。実証的研究用

として、ウエアラブルデバイスの視線計測機能の活用も検討した。 

【実践経過】 

文献的研究として、対象とする医療機器の検討、文献的研究の状

況確認＜図３＞、施設内取り組みの状況確認＜図４＞、ヒューマン

エラーの分類を実施した＜図５＞。文献的研究結果の考察を通じて、

普及・実装の阻害要因が情報過多にあり、情報の過多と情報提供の

タイミングが、対象者のバイオレーションを生んだり、認知バイア

スに作⽤してミスを誘発したりしている可能性を想定した。これを

解消する戦略として下記を設定した。 

1. 教育研修を通じ保持するリテラシーを前提に提供情報を絞る 

2. 業務が混在する状況でも、その都度必要な情報を提供する 

3. 必要な時を判別し、見落としを防ぐために情報の認知を促す 

4. 提示する情報は必要な量だけにして、視界を情報で覆わない 

5. 実装に際しては、社会倫理に照らした検証を可能にする 

戦略を実現する戦術として下記を設定した。 

1. 人の認知に寄り添った情報の提示 

2. 状況とのマッチング 

3. 状況と情報の関連付けを可能にするデータ構造 

4. 評価と校閲を可能にするしくみの内包 

これを踏まえて、従来型対策の実装を阻害している要因を緩和す

るためのコミュニケーション技法としくみを考案した＜図６＞。 

本研究の推進の主体は、臨床工学技士（藤井、篠原、小山、吉田）と

産学側におけるコミュニケーション技術の専門家（黒田）とし、こ

れに看護師、薬剤師、セラピストを加える。また、第三者として京

都大学大学院医学研究科中山健夫先生にご指導をいただく。情報過

多の抑制には、提供情報の絞り込みが欠かせない。文書化した知見

全体を提供するのではなく、その⼀部をチャンク単位で提供する。

しくみ自体の実現性は確認済みである。この情報提供の技法が医療

現場に及ぼす影響の実証データを得て、その実効性を確認する実証

的研究の推進が次の課題である。 
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